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会   議   録 （要 旨） 

会 議 名 令和４年度第１回武蔵村山市行政評価委員会 

開 催 日 時 令和４年８月２２日（月）午後１時５７分から午後４時６分まで 

開 催 場 所 ３０１会議室 

出席者及び

欠 席 者 

出席者：坂野委員長、栗原委員、清委員、中澤委員、石川委員 

欠席者：原田委員 

事務局：行政経営課長、行政管理係長、行政管理係主任 

説明員：交通企画・モノレール推進課長、交通企画・モノレール推進課

交通企画・モノレール推進係長、産業観光課長、産業観光課商

工係長 

報 告 事 項 令和４年度における行政評価の実施について 

議 題 
１ 事務事業の外部評価について 

２ その他 

結 論 
（ 決 定 し た 方

針、残された問
題点、保留事項
等を記載する。） 

議題１ 事務事業の外部評価について 

  「№１０ 市内循環バス運行経費補助事業」及び「№４ 創業支援

事業」について、外部評価を実施した。 

議題２ その他 

  特になし。 

審 議 経 過 
（主な意見等を
原則として発言

順に記載し、同
一内容は一つに
まとめる。) 

 
（発言者） 
○印=委員 

●印=説明員 
■印=事務局 

報告事項 令和４年度における行政評価の実施について 

令和４年度における行政評価の実施について、会議資料に基づき事

務局から説明した。 

 

【質疑・意見等】 

○ 国における行政評価制度は、行政改革の一環で開始されたもので

あり、その後も事業仕分けが実施されたことなどから、地方自治体に

おいても、無駄な事業を削減するという観点で導入されたもので、総

合計画とは異なる枠組みで実施されていたものと承知している。 

  本市においてもそのような経過を踏まえて実施されてきたものと

推察するが、制度の開始から１５年以上が経過し、既に一定の事業が

削減された状況において、事業の削減という観点で実施することが

困難になってきていると思料する。 

  そのため、総合計画に登載されている事務事業をより良いものに

変えていくという趣旨で、大きな変革を行ったものと認識している。  

総合計画で体系化した施策を計画的に実施するために策定される実

施計画に登載された全ての事務事業を行政評価の対象として各所管

の内部評価を実施し、その中でも外部の意見を取り入れることが望

ましいと思われる事務事業を行政評価会議が選定し、外部評価を実

施するという仕組みに変更したという理解である。 

  また、これまでは、所管課による一次評価と行政評価会議による二

次評価の結果に対して、委員会として意見を述べていたが、今回から

は所管課の内部評価を踏まえて、外部評価を実施することとなった
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ため、委員会の役割が大きくなり、直接的な意見が言えるようになっ

たと思料する。 

  さらに、施策評価は数年前から実施しており、施策を構成する複数

の事務事業をまとめて評価していたが、長期総合計画で体系化され

た実施計画の事務事業を評価することとなったため、施策評価を廃

止したものと推測している。 

  認識が異なっているようであれば、事務局から訂正をいただきた

い。 

■ お見込みのとおりである。 

  制度の見直しの趣旨としては、評価の対象となる事務事業が、毎年

度１０件程度にとどまっていたため、これを拡大し、実施計画に登載

された全ての事務事業を対象として所管課の内部評価を実施した上

で、必要と思われる事務事業について外部評価を実施することとし、

より効果的に取り組むこととしたものである。 

○ 行政評価制度の見直しに当たって、運用上に何らかの問題があっ

たわけではないと理解したが、委員会の立場は基本的に変わらない

と考えてよいか。 

■ 基本的に変更はなく、審議の流れも昨年度までとおおむね変わらな

い。 

○ ほかに、制度の見直しについて質疑等はあるか。 

○ 特になし。 

 

議題１ 事務事業の外部評価について 

■ 議題１「事務事業の外部評価について」説明する。 

  会議次第の３ページを御覧いただきたい。 

  当委員会では、行政評価委員会設置要綱第２条の規定に基づき、外

部評価を行う。 

  審議の流れとしては、昨年度とおおむね同様となるが、最初に所管

課から事務事業の概要や課題等について説明を行い、その後、所管課

による内部評価の結果を踏まえて、委員の皆様から当委員会による

外部評価として意見をいただくという流れである。 

  また、評価していただく内容については、所管課による内部評価を

踏まえて、会議次第の３ページに案として示した外部評価調書によ

って行っていただきたいと考えている。この調書については、今回の

行政評価制度の見直しに伴い、内容を一部変更し、これまで評価して

いただいた「総合評価」に加え、新たに「視点別の評価」を加えてい

る。 

  このため、外部評価については、まず、「視点別の評価」として事

務事業の実施状況や実績などを「妥当性」、「有効性」、「効率性」の三

つの視点で評価していただき、その結果を踏まえながら、今後の方向

性を含め、総合的に評価を行ってもらいたいと考えている。 

  続いて、会議次第の５ページを御覧いただきたい。 
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  本日は、資料『令和４年度行政評価 外部評価の対象事務事業』の

１１ページの交通企画・モノレール推進課が所管する「市内循環バス

運行経費補助事業」及び５ページの産業観光課が所管する「創業支援

事業」の２件について、審議をお願いする。 

  なお、審議時間については、１件当たり３５分程度としたいと考え

ているので、御協力をお願いする。 

  説明については、以上である。 

 

【質疑・意見等】 

○ 審議の方法におおむね変更はないが、評価調書については、従来の

総合評価に、視点別の評価を新たに加えた内容となっている。 

  また、事務事業と補助金等で評価調書の様式が分かれており、視点

別の評価に関して、事務事業は「妥当性」、「有効性」、「効率性」の、

補助金等は「公益性」、「有効性」、「効率性」の視点で評価することと

なる。 

  補助金の妥当性とは、公益にかなっているかという視点であるた

め「公益性」となっているが、基本的には、事業を実施すること自体

が妥当なのか、効率的に実施できているか、取組により効果が得られ

ているか、また、効果が得られていても費用は適正なのかという視点

で事務事業を見て、自由な意見を述べ、全体を見通して最終的な総合

評価につなげたいと考えている。 

○ そのほか、質疑等はあるか。 

○ 特になし。 

 

 

‐‐‐‐‐ 事務事業の外部評価に関する審議 ‐‐‐‐‐ 

 

№１０ 市内循環バス運行経費補助事業 

○ 市内循環バス運行経費補助事業の概要及び内部評価について、説

明をお願いする。 

● それでは、資料『令和４年度行政評価 外部評価の対象事務事業』

１１ページの補助金等評価調書に沿って説明する。 

  本事業は、本市と市内循環バスの運行に関し協定を締結した事業

者（立川バス株式会社）に対して、市内循環バスの運行に要する経費

の補助として、補助金を交付することで、市内循環バスの運行を確保

し、もって、武蔵村山市民の日常生活の利便の向上を図ることを目的

としている。 

  市内循環バスは、昭和５５年７月から運行しており、運行当初から

武蔵村山市内循環バス運行経費補助金交付要綱に基づき、補助金を交

付している。 

  評価指標は、「武蔵村山市第五次長期総合計画」及び「武蔵村山市



- 4 - 

第二期まち・ひと・しごと創生総合戦略」における指標設定と同様に、

市内循環バス１便当たりの年平均輸送人員を指標とし、目標を６．１

１人としているが、令和２年度の実績は３．４５人、令和３年度の実

績は３．９７人であった。 

  次に、補助金の交付金額である。 

  年度当初の協定額に基づき、支払われた補助金については、令和２

年度及び令和３年度は１億１，０００万円であったが、令和２年度は

新型コロナウイルス感染症対策として２，５００万円を追加交付して

いる。 

  令和４年度予算は、令和４年４月から運行ルートを見直し、４ルー

ト運行から２ルート運行に再編したことに伴い、補助金を８，８００

万円に減額している。 

  財源については、令和２年度は国庫支出金である新型コロナウイ

ルス感染症対応地方創生臨時交付金２，５００万円が含まれている

が、他の年度は都支出金である市町村総合交付金のみを充てている。 

  次に、市民、議会等から寄せられた意見についてである。 

  令和２年度及び令和３年度の２か年にかけて、市民や利用者から

の意見を伺い、長年にわたって利用が極端に少なかった武蔵砂川ルー

トと西ルートを令和４年４月から廃止し、乗合タクシー「むらタク」

の運行に切り替えている。 

  「自宅前まで車が迎えに来るので、移動が楽になった」という声が

ある反面、「定時定路線で運行していたバスがなくなり、不便になっ

た」との声もある。 

  次に、他市等の状況であるが、本市と同様、立川バスを運行事業者

として、コミュニティバスを運行している自治体には、立川市、昭島

市、国分寺市、国立市、瑞穂町があり、各市で同様の補助金を交付し

ている。 

  次に、交付団体の決算状況についてである。 

  収入総額に対する補助金の状況は、金額は調書で示したとおりで

あるが、割合では、令和２年度が８４％、令和３年度が７８％、令和

４年度が７６％となっている。また、どの年度においても、補助金を

含めた収入総額より支出総額が上回っており、令和２年度は２０６万

７，０００円、令和３年度は３，５５７万円、令和４年度は２，６１

２万５，０００円上回っている。 

  次に、交付団体における令和３年度の補助金１億１，０００万円の

使い道についてであるが、事業経費に２，８９４万４，０００円で、

約２６％、残りの８，１０５万６，０００円で、約７４％を人件費に

充当している。 

  また、団体収入に占める補助金の割合については、収入総額１億
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４,１４３万８，０００円に対し、補助金交付額１億１，０００万で

あり、約７８％となっている。 

  次に、所管課の評価についてである。 

  まず、視点別の分析についてであるが、公益性については、コミュ

ニティバスは路線バスが運行しない地域で運行することから、収支が

見込めないルートを運行するということとなるため、市民の日常生活

の利便の向上を図るためには、市の関与が必要であるとしている。 

  市民のニーズについては、ルートの見直しにより、一部市民からは

不便になったという声があるものの、過去の利用者数から考えても、

現在のルート設定は適正であることから、それに見合った補助額は適

正であり、市民のニーズに適合しているとしている。 

  一般市民の受益については、もともと収益が見込めないルートの

運行であり、コミュニティバスの継続的な運行には市の補助金が必須

であることを考えると、日常生活の利便の向上のために受益があると

している。 

  次に、有効性については、現在運行している上北台ルート、玉川上

水ルートの令和３年度の利用者数が１７万１８２人であり、補助金を

廃止すると、市内循環バスの安定的な運行ができなくなるため、市民

への影響は大きいとしている。 

  補助基準は、補助金交付要綱において補助対象経費を定めている

ことから、明確であるとしている。 

  補助金の交付により期待された効果が得られたかについては、市

内循環バスの運行は、運賃及び広告収入から得られる事業収入が約２

割で、残りは市からの補助金であり、収入総額に対して補助金が多く

占めていることから、補助金は、市内循環バスの運行には必要不可欠

であると言えるため、期待された効果が得られたと捉えている。 

  次に、効率性については、市の財政負担が大きいことから、補助内

容や補助額の定期的な見直しの検討は必要であると考えている。 

  また、補助期間については、市内循環バスの安定的な運行には必要

不可欠な補助であることから、市民の足としての市内循環バスの運行

が必要である限り、補助金の交付も必要であると考え、終期は定めて

いない。 

  最後に、類似の補助金との統合は可能かについては、平成２２年度

までは、車両購入経費補助金がバス運行経費補助金に含まれていた

が、目的別に補助金を分離したという経緯があり、現在は、運行経費

に対する補助金は他にないことから、非該当としている。 

  次に、令和３年度の実績についてであるが、新型コロナウイルス感

染症の影響により、利用者数が減少しており、評価指標の目標を達成

することはできなかったが、令和２年度と比較すると、業績は回復傾
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向にある。また、大きな事故や故障はなく、利用者に不便をかけるこ

ともなく運行することができたため、補助金交付の効果はあったと言

える。 

  次に、補助金交付に当たっての課題についてであるが、事業者の支

出額が補助金の上限額を毎年上回っているため、補助限度額を交付し

ている状況であることから、事業者の運賃収入の増加により自主財源

率を上げ、補助額を減らしていくために、市と事業者が互いに緊張感

を持ち、創意工夫を持った取組につなげる必要があると考えている。

また、事業者の収入増加への取組や利用実績に基づき、補助額を毎年

算定できるような仕組みを構築することも一つの方法であると考え

ているが、新型コロナウイルス感染症の影響で、利用者及び事業収入

が減少している状況であり、現段階では検討していない。 

  令和４年度の方針については、低迷する１便当たりの利用者数の

改善のため、令和４年４月から武蔵砂川ルート及び西ルートを廃止

し、それに伴い、補助上限額を１億１，０００万円から８，８００万

円に減額することとした。 

  また、市内循環バスの運行を廃止した地域を対象として、乗合タク

シー「むらタク」の利用登録可能エリア及び乗降場所を拡大し、車両

を１台から２台に増やして対応している。 

  最後に、今後の方針については、コストは維持しつつ、成果は向上

を図るとしている。 

  所管課からの説明については、以上である。 

 

【質疑・意見等】 

○ 評価指標の目標である６．１１人はどのように設定したのか。 

● 「武蔵村山市第五次長期総合計画」及び「武蔵村山市第二期まち・

ひと・しごと創生総合戦略」と同様の指標を設定している。 

○ 現状の数値から成果を見込んで積み上げた数値と捉えてよいか。 

● 平成３０年度の５．６１人を基準としており、そこから０．５人増

加させ、最終的に６．１１人とすることを目標に設定している。 

○ １便当たりの乗客数を増やすという計画なのか。 

● 市内循環バスを利用している市民だけでなく、利用していない市

民の税金も投入していることを踏まえ、公平性を保つために１便当

たりの利用者数を増やすことが必要であると考えている。 

○ 事業者の総収入における事業収入と補助金の比率について、事業

収入が２割、補助金が８割とのことであるが、より効率的な運営を考

えたとき、６．１１人を確保することで比率は改善されるということ

か。 

● 改善できると考えている。しかしながら、元々、採算が合わないル

ートで運行していることもあり、仮に事業収入が増加しても補助金

を無くすことはできない。 

○ 新型コロナウイルス感染症の影響によって令和２年度及び令和３
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年度の利用者数が減少しているが、純粋にその影響によるものであ

るのか。それとも、それ以前から利用者数は減少していたのか。 

● 平成３０年度は５．６１人、令和元年度は５．３６人であったため、

新型コロナウイルス感染症の影響によらず減少傾向であった。その

後、令和２年度は３．４５人、令和３年度は３．９７人となったが、

令和４年度は６月末現在で５．４６人まで復調しているため、平成３

０年度並みには改善すると思われる。 

○ 現状運行する２ルートは乗客数が安定しているが、廃止した２ル

ートの需要が減った理由を伺いたい。 

● 廃止した武蔵砂川ルート及び西ルートについては急激に需要が減

ったというより、運行ルートを設定した当初から利用者数は少ない

傾向にあった。 

  本市の西部地区は、利用者数は少ないものの、路線バスが通らず、

市内の公共施設に向かう市民の交通手段がない状況であることか

ら、運行を実施してきた経過がある。 

○ 廃止した運行ルートを含む平成３０年度に５．６１人の利用者数

は確保できていたため、交通需要の構造は大きく変化しているわけ

ではないように思われる。 

○ 交通空白地域であった２ルートの利用者数が少ない状況であった

ため、市内循環バスではなく乗合タクシーという別の交通手段で代

替することにより利便性を確保し、市内循環バスの運行の効率性を

上げるという事業改革をしたという理解でよいか。 

● 武蔵砂川ルート及び西ルートは供給過多の状況であり、市内循環

バスを運行させるには利用者が少ないため、小型車両を運行させる

という案も検討したが運用には至らず、最終的に廃止することとし

た。その代替案として、乗合タクシーを運行する方針とした。 

○ 乗合タクシーに代替した効果について、市内循環バスの運行を廃

止し、乗合タクシーに切り替えた地域の利用実績は向上したのか。 

● 乗合タクシーは、対象エリアを拡大したこともあり、令和３年度の

利用実績と比較して二倍以上の利用者数となっており、一定の効果

があったと考えている。 

○ 乗合タクシーの利用者数が２倍以上に増加したということだが、

廃止したルートの市内循環バスの利用者は乗合タクシーにより完全

に代替したということか。 

● 乗合タクシーが日曜日に運行していないことや、運行時間が午前

８時から午後５時までであることから、通勤・通学に利用できないと

いう点もあり、必ずしも全てを移行できていないと思われる。 

  乗合タクシーの利用者数は、令和３年度が年間３，７７４人であっ

たが、令和４年度は７月末現在３，４６５人であった。月平均では３

１５人から８６６人に増加しており、約２．８倍となっている。 

  市内循環バスの利用者数は、令和３年度が年間１９万７，７８６

人であったが、令和４年度は６月末現在４万８，３９０人であっ

た。月平均では１万６，４８２人であったものが１万６，１３０人

となっており、２ルートの廃止による利用者数全体への影響は少な
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いと思われる。 

○ 廃止した２ルートの利用者数を伺いたい。 

● 令和３年度における、廃止した２ルートを合算した利用者数は２

万７，６０４人である。 

○ 乗合タクシーの利用者数はどうか。 

● 乗合タクシーは利用者数が３，７７４人であるので、完全に代替

しているとは言い難い。 

○ 乗合タクシーは、市内循環バスと比べて運行する時間や曜日が異

なるため、完全に代替することは困難ではないか。 

○ 旧青梅街道沿いは西武バス、立川方面は立川バスが運行している。

その隙間を縫う運行ルートにおいて交通手段がない地域を運行する

という点で、利用者の多い時間帯は現行の車両でもよいが、利用者の

少ない時間帯においては、走行台数の削減や車両の切替えにより、人

件費や燃料費を削減できるのではないか。また、ワンボックス型車両

であれば、大型免許でなく普通免許や中型免許で運転が可能となる

ため、人員が確保しやすくなるというメリットもある。 

○ 市の補助金を減額し、運行事業者が事業収入を増加させることが

理想である。これに関して、運行を廃止した西部地区において、小型

車両に替えることを検討し、運用には至らなかったとのことである

が、全国的に見ると、地方ではワンボックス型の１０人乗り程度のコ

ミュニティバスの運用実績がある。本市で切り替えできなかった理

由を伺いたい。 

● 現在のバス事業者が所有する小型車両は現行の車両となる。それ

よりも小型のものとなると、バス事業者でなくタクシー事業者での

対応となるため困難であるとの結論に至った。 

○ 他の自治体においては取り組んでいるようである。 

● 小型バスとワンボックス型車両の両方を所有しており、大型免許、

中型免許の双方を有している運転手を雇用している運行事業者なの

かもしれない。 

○ 効率性の観点からより良い運行方法があると思われる。 

○ 市内循環バスの運賃はいくらなのか。 

● １乗車当たり１８０円の運賃である。 

○ 利便性を確保するという観点から、運賃を値上げしても需要はあ

るのか。 

● 運賃設定について、試行的に１乗車当たり１００円で運行してい

た期間もあった。しかしながら、路線バスと運行ルートが競合してい

る区間もあったことから、現行の運賃１８０円で設定している。 

  また、今回の運行ルートの再編に当たって、市民の一部から運賃を

値上げしても運行を存続してほしいとの意見があったが、利用者数

を勘案し、採算性がないと判断し、令和２年度から令和３年度にかけ

て市民や利用者の意向等を調査した上で、２ルートの運行廃止を決

定した。 

○ 利便性は確保できるものの、利用者が少ないという観点から市内
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循環バスを走行させる必要性がないと判断し、代替として乗合タク

シーを走行させて利用者のみを送迎するという考えには賛同する。 

○ 通勤や通学による定時定路線での利用ではなく、公共施設への必

要時の利用を対象とした乗合タクシーに切り替えたことは適当であ

る。 

○ 本事業の目的から、赤字が発生しても存続すべきものであるのか。 

● 市内循環バスの目的は、市内の公共公益施設を結び市民の日常生

活の移動手段を確保することであり、利用者が少ない状況であって

も運行させていかなければならない。 

  しかし、限りある財源の中で市内循環バスを利用していない方の

税金も投入しているため、事業の変革が迫られていた。 

○ 他の自治体の状況を伺いたい。補助事業として事業収入が２割、市

補助金が８割という比率は妥当であるのか。 

● 比率については、事業収入の割合が高い自治体もあるが、本市ほど

赤字が発生しているところは少ない。本市は運行事業者への補助額

も桁外れに高い状況である。 

○ それは地域性も関係しているのか。 

● 他の自治体においては、鉄道駅が近く、駅までの道のりを循環し、

運行ルートの距離を短く設定できる。本市においては、鉄道駅が遠

く、１便当たりの運行ルートの距離が長くなり、採算が取れていな

い。 

○ 多摩都市モノレール延伸計画に関連して、モノレールの駅が完成

すれば交通事情も変容する。モノレールの延伸までは本事業を継続

しなければいけないと思うが、市の目標はあるのか。 

● 多摩都市モノレールの延伸については、事業計画が決定していな

いため、モノレールが通る明確な時期は不明である。しかし、モノレ

ールが新青梅街道を通るという想定をしており、離れた地域からそ

の駅に至るまでの区間は市内循環バス又は路線バスを運行させるこ

ととなる。モノレールの延伸に際しては、まず、路線バスの運行ルー

トの再編を検討し、路線バスが運行しない地域について市内循環バ

スを走行させることを考えている。 

○ 通勤時に市内循環バスの走行を見る機会があるが、乗客がいない

ことが多いようである。より需要に見合った運行時間とするなど、工

夫することは可能なのか。 

● 区間ごとに運賃を設定しておらず、１乗車当たりの運賃としてい

ることもあって、全体の利用者数は把握しているが、運行時間ごとの

需要は把握していない。 

○ 運行事業者の予算について、運行ルートの再編後の支出は、事業経

費が４００万円しか減額となっていないが、運行事業者の営業努力

が不足しているように感じる。市は運行事業者に積極的に指導を行

っているのか。 

● 運行車両が１１台から８台に減り、それに伴い運転士の給料や車

両の整備費用などは減少しているが、運行ルートを４ルートから２

ルートに縮小したことにより、事業経費が単純に２分の１に減額で
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きるとは想定していない。 

  廃止した２ルートについては、現状運行している２ルートに比べ

て運行本数が少ない、運行距離が短い等の理由もあることから、事業

経費の減額が少ないから一概に営業努力が足りないとは言い難い。

また、令和４年度については予算額で計上しており、再編後の実績は

今後の利用状況に左右されるため、その実績をもって判断したいと

考えている。 

○ 評価指標で目標として設定した６．１１人の達成を図るため、時刻

表の見直しなどは実施しているのか。 

● 運行ルートの再編に当たって、時刻表については、玉川上水ルート

及び上北台ルートの遅延が生じている時間帯についての見直しを実

施したが、運行本数については、通勤や通学の利用者が多いことも鑑

みて、そのまま維持することとした。 

○ 立川バスはおおむね２０分間隔で運行しているが、市内循環バス

は路線バスと比較し、より間隔が短く頻繁に運行している印象があ

るが、実態はどうなのか。 

● おおむね路線バスと同様の運行間隔であると認識している。時間

帯によっては１時間当たり１本の運行となっている場合もある。 

  本市の公共交通においてはバス以外の選択肢がなく、市内循環バ

スという交通手段に頼らざるを得ないため、本事業には力を入れて

いる。 

  よって、事業存続のためには、事業経費が掛かることも致し方ない

面がある。 

○ 高齢者はシルバーパスを利用して無料で乗車することが多いとい

う認識でよいか。 

● そのとおりである。 

○ 通勤や通学の利用者を確保しない限りは、事業収益は向上しない。

本来の目的は、市内の公共施設への移動手段の確保であるが、鉄道駅

への通勤や通学の利用者は事業収益を支える根幹であり、本来の目

的とは異なる現状がある。 

● 御指摘のとおりである。 

  先に説明したとおり、目的は市民の日常生活の移動手段の確保で

あるが、他方、鉄道駅を結んで路線バスを補完することも市内循環バ

スの大きな役割である。したがって、駅への通勤や通学の利用者を含

め１８０円の運賃を支払う利用者を増やさない限りは事業存続が難

しいと考えている。 

  一方、シルバーパス利用者についても、東京都の方針において、高

齢者の移動手段の確保は健康福祉の面からも必要なことであるとさ

れているため重要だと考えている。 

○ 通勤や通学の時間帯での利用者は多いのか。 

● 鉄道駅から主要なバス停までの区間については利用者が多いが、

それ以外の区間は減少する傾向にある。上北台ルートにおいても市

役所辺りまでは利用者が多いが、それ以降の区間は利用者が少ない。 

○ 朝夕の利用者が増える時間帯において、主要なバス停から駅への
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直通に近い運行ルートで走行するなどの工夫を行えば、利用者も早

く駅に到着できてよいのではないか。 

● 通勤時と日中時で運行ルートを分けており、日中ルートに関して

は、より細かなルートを走行している。 

○ 効率よく運行するために、通勤時間帯における利用者の実態調査

を行うべきではないか。また、運行事業者から、時間帯や路線ごとに

利用者数の実績を提出させてはどうか。実態が把握できないと改善

策の検討も難しいと思われる。 

● 事業者から提出されるものは、全体の利用者数のみである。また、

シルバーパス利用者については、確認作業を行っていないため把握

できない。 

○ １乗車当たり運賃１８０円という計算であるため、利用者が全員

ＩＣカードを利用していない限り、利用時間帯や乗降場所の把握は

困難であると思料する。 

● 今後、多摩都市モノレールの延伸を見据えて策定を進めている「武

蔵村山市まちづくり基本方針」では、駅を中心に歩いて暮らせるまち

づくりをコンセプトに掲げていることから、自家用車ではなくバス

や電車を利用していただきたいとの働きかけが重要であると認識し

ている。 

○ 廃止した２ルートにおいて、主に通勤や通学で利用していた方は

不便になったと推察するが、それに関して要望や不満はなかったの

か。 

● ルート再編に当たり廃止を望まないという声は一定数あり、再編

後においても通勤が不便になったという声はあったが、特定の一部

の市民からの要望であると捉えており、それ以外の多くの市民から

不便になったという声は上がっていない。 

○ 通勤や通学で利用していた方が、今まで享受できていた公共交通

サービスを利用できなくなったことにより、現状においてどのよう

に対応しているか、不利益が生じていないかなど、情報収集すること

が望ましいと思料する。 

○ 本市における公共交通サービスに関して、住居コストが低い分、移

動コストがかかることはやむを得ないということについて市民に一

定の理解があると思料する。 

○ 評価指標の目標である６．１１人の達成を図るため、具体的にどの

ような取組を実施するのか。 

● 広報に力を入れていく方向性で考えている。 

○ 広報のみでなく、より積極的な手段の構築を図ることが必要であ

るのではないか。 

○ 営利事業と福祉事業の双方の面があるため困難と思われるが、お

よそ十数年後に多摩都市モノレールが延伸された際には、抜本的に

見直す必要が生じてくるはずである。 

○ これまでの話をまとめると、本事業は、交通空白地域の市民ニーズ

に対応した移動手段の確保に寄与していることから、運行事業者に

よる安定的な運営を図るため、今後も継続して補助金を支出する必
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要がある。 

  現状、事業者の収入に係る補助金の比率は８割となっているが、可

能な限り事業収益を増加させ、補助金の割合を減少させることが望

ましい。 

  今回、運行ルートの再編に伴い利用者が少なかった２ルートを廃

止したことで、事業収入の比率の改善効果が見られ、一方で、市民の

利便の著しい低下を招くことがないよう、代替として乗合タクシー

の運用を拡大したことは評価できる。 

  他方、利用者数を増加させるには、広報だけでなく、積極的に運行

スケジュールの見直しなどを検討する余地がある。 

  新規参入は見込めない事業であるため容易ではないと思われる

が、多摩都市モノレールの延伸時において、大幅な見直しを行う前に

情報収集に努め、工夫や改善をすることが肝要である。 

 

 

№４ 創業支援事業 

○ 創業支援事業の概要及び内部評価について、説明をお願いする。 

● それでは、資料『令和４年度行政評価 外部評価の対象事務事業』

５ページの事務事業評価調書に沿って説明する。 

  本事業は、市が定めた「創業支援等事業計画」に基づき、創業を希

望する方や、創業後間もない方の支援を行うことで、市内での新たな

産業の育成と雇用を生み出し、地域経済の活性化を図ることを目的と

している。 

  具体的な事業の内容については、商工会や金融機関と連携し、創業

を希望する方及び創業後５年以内の方を対象として、創業塾やセミナ

ーを開催するほか、創業者交流会や個別相談を実施しており、金融機

関に事業を委託している。 

  また、創業塾やセミナー等を通じて、経営、財務、人材育成、販路

開拓の４分野の知識を習得した方に対しては、産業競争力強化法に基

づく認定書を発行している。この認定を受けた方は、会社を立ち上げ

る際に必要となる登録免許税の軽減や、日本政策金融公庫が行う無担

保・無保証人で受けられる融資制度の対象となることができる。 

  評価指標については、「武蔵村山市第五次長期総合計画」における

指標設定と同様に、創業支援制度を利用した創業者数を指標としたも

のである。令和７年度の目標値２１人に対し、令和２年度は３人、令

和３年度は５人であった。 

  事業費については、令和２年度においては、新型コロナウイルス感

染症の影響により、創業者交流会が中止となったことや、個別相談の

利用実績が少なかったことにより、令和３年度の事業費が約２８万円

増加している。 

  続いて、所管課の評価について説明する。 
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  まず、事業の妥当性については、先に説明したとおり、産業競争力

強化法に基づく認定書の発行は市が行っているため、市の関与は必要

であるとしている。 

  また、毎年一定数の方が本事業に参加しているため、市民のニーズ

に適合しているとしている。 

  市民との協働については、実際に市内で事業を立ち上げた方にセ

ミナーの講師や創業者交流会への参加を依頼し、事業を実施してい

る。 

  続いて、有効性については、毎年一定数のニーズが見込まれること

や、過去の参加者も含め、参加者同士の交流によって、事業者間のつ

ながりを生む機会になっていることから、廃止、休止した場合の市民

への影響は大きいとしている。 

  受益者負担については、創業塾の参加費を５，０００円と設定して

おり、その他のセミナーや交流会、個別相談については無料としてい

る。創業塾については全５回全ての参加を前提としており、それだけ

参加者の実情に応じたよりきめ細かな支援ができる事業となってい

るためであり、適切であるとしている。 

  また、参加者アンケートからも好評との評価をいただいているた

め、施策への貢献度は適切であるとしている。 

  最後に、効率性については、既に事業を金融機関へ委託しているた

め、民間委託等は可能かという項目については、非該当としている。 

  また、他に類似の事業がないことから、統合は可能かという項目に

ついても、非該当としている。 

  事業費の更なる削減については、後ほど説明するが、令和４年度

は、事業の見直しにより事業費を削減しており、今後も、事業内容の

見直しや事業費の削減について検討していきたいと考えている。 

  続いて、令和３年度の実績について説明する。 

  まず、創業塾については、約２か月間にわたって全５回開催し、５

人の参加者のうち３人が受講後に起業している。 

  また、テーマ別に４回開催した創業セミナーの参加者数は延べ１

３人であり、創業者交流会については、新型コロナウイルス感染症対

策のためオンラインで開催し、参加者数は５人であった。 

  個別相談については、１２日間の相談者数は延べ１５人であった。 

  事務事業の推進に当たっては、各事業の参加者数が定員に達して

いないこともあり、市内の創業希望者や創業に興味のある方の更なる

発掘が課題であると考えている。 

  令和４年度については、これまでの参加者数等を勘案し、事業内容

の見直しを行っている。 

  まず、創業セミナーの開催については、創業塾に参加するきっかけ
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作りという位置付けに変更し、開催回数を１回に削減している。 

  また、創業者交流会については、コロナ禍において、対面で行うと

いうことが難しいということに加え、オンラインでの開催では効果が

得られないと判断したため中止としている。 

  これらの代替として、本事業を受けた市内での創業者を対象に、創

業に必要な事務所の借入費、設備費、広告宣伝費等の一部を補助する

内容の補助金を創設している。これまでは、創業する前の段階の支援

に力を入れており、創業後の支援については、個別相談のみとなって

いたことから、創業後の支援についても充実させることで、創業希望

者の更なる発掘を図っていきたいと考えている。 

  所管課からの説明については、以上である。 

 

【質疑・意見等】 

○ 本事業の目的について、「市内での新たな産業の育成と雇用を生み

出すとともに、地域経済の活性化を図る」としているが、この目的を

達成するためには企業誘致を進める方がより効率的ではないかと思

料する。 

  また、この目的ではあまり関心が向かないと考えられるため、例え

ば、本市の特徴や特色をいかした創業に熱意を持つ方に対して支援を

行うという内容を発信してはどうか。 

● 地域性も重要であると認識しているが、国の施策としての取組で

もあり、策定している創業支援等事業計画の内容では本市の特徴や特

色を盛り込んだものは表現しづらい面がある。 

  また、特色ある産業だけでなく一般的なサービス業や販売業など

も重要であるため、様々な産業について支援を実施するべきであると

考えている。 

○ 創業支援制度の参加者に特徴はあるのか。また、参加者５人のうち

３人が起業したとのことであるが、どのような事業を創業したのか。 

● 訪問看護、整体及び園芸事業を創業している。 

○ 本市の取組の姿勢としては、創業を志す方に対して積極的に創業

支援事業を紹介しているのか、又は、創業を志す方の求めがあってか

ら市が介入するのか。 

● 市が創業を志す方を積極的に見つけてくることはないが、創業支

援事業には注力しており、創業を志す方には、一定の講座を受けてい

ただくため、熱意がある方を求めている。 

○ 評価指標の実績は妥当であるのか。 

● 評価指標の目標を２１人と設定しており、実績としては低いと捉

えている。 

  令和３年度については、コロナ禍での開催という点を考慮し、創業

塾の定員数を、通常は２０人のところ８人として開催したため、母数
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が少なかったことが要因の一つであると捉えている。 

○ 村山団地内に商店街があるが、一部の店舗は撤退しており、シャッ

ターが閉まり空き店舗となっている。今後、村山団地は建て替えが進

み、村山団地内の商店街も取り壊して新たに建築するという話がある

ようであるが、例えば、本事業の取組において、商店街の空き店舗に

ついて創業者への周知や活用の提案をする考えはあるのか。 

● 現在は、空き店舗を創業者に紹介して活用を促すなどの具体的な

施策は実施していない。しかしながら、村山団地内の商店街に限らず、

市内の空き店舗の問題は認識しており、今後、商店街や商業的な集積

がある場において、空き店舗の活用に向けた支援策を検討していきた

いと考えている。 

○ 誤解があるかもしれないが、市が認定書を発行する役割を付与さ

れているため、受動的に本事業を推進しているように見受けられる。

市の産業政策として考えたとき、本事業をうまく活用する観点から、  

コミュニティビジネスなどの地域政策と関連させ、事業を展開させる

という見直しは検討できないか。 

● 地域課題の解決策として事業を実施することは理想であるが、創

業者の立場からすると、業種の限定につながる可能性があり、本事業

が様々な業種の創業を幅広く支援する制度となっているため、そのよ

うな取組は困難である。 

○ 本事業の制度の全体の枠組みとして、創業を志す方に参加しても

らう趣旨は理解できるが、産業政策と地域政策の両面における市民ニ

ーズを見て、本事業を周知する対象者を決定するなど、周知やアプロ

ーチの方法に工夫ができると思料する。 

○ 認定を受けた創業者はどのような優遇を受けているのか。 

● 認定書の発行に当たり、創業者がどのような用途で利用するのか

調査を始めたのは令和３年度からであり、令和２年度以前については

確認できていない。また、本市を介さずに受けられる優遇については

正確な数の把握は困難であるが、登録免許税の軽減に利用する方が多

いようである。 

  なお、本市の創業資金融資あっせん制度を２人の創業者に活用い

ただいたが、この創業資金については二種類あり、認定書を取得する

と、融資の金利が１．７％から１．５％に、貸出金額の上限が６００

万円から８００万円に、償還期間の限度が６０か月から７２か月に優

遇される。 

○ 本事業の利用に当たって住所要件は設定しているのか。また、他市

から移住して本制度を利用したいという方はいるのか。 

● 対象は市民を想定しているが、特段の住所要件を設けていないた

め、市外に在住する方が本市での創業を希望する場合であっても利用
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は可能である。 

  しかしながら、本事業は市報やホームページにより周知を図って

いることから、利用者は市民が多い。また、これまで市外に在住する

方が創業塾に参加した実績はあるが、市内での創業には結びついてい

ない。 

○ 類似事業はないということであるが、東京都などにおいても創業

支援は実施していないのか。 

● 類似する事業としては、商工会において実施する事業があり、市の

創業支援等事業計画の中で特定創業支援等事業に位置付けられてい

るため、受講者は、本市の認定書の発行を受けることができる。しか

し、実際には、本市の商工会単独ではなく、商工会連合会が実施して

いるため、市内で開催されることが少ない。 

○ 商工会が実施する事業の参加率が高いのであれば、商工会に市の

事業を委託することはできないのか。 

○ 商工会は事業を運営するのみであり、認定書の発行は市でなけれ

ばできない。 

○ 事業の一部委託についても、制度上困難であるということか。 

● 事業の運営を委託することは可能であるが、現在、創業塾は金融機

関に委託している。 

○ 創業支援として、市で実施するものと商工会で実施するものにど

のような違いがあるのか。 

○ 商工会では、年に１回程度、講師を招き創業に関する講演会を開催

しているが、それ以上の取組については予算上も難しい。また、講演

会への参加をきっかけとして、創業した方に商工会に加入してもらう

という意図もあるので、市が実施する創業支援とは目的が異なる。 

● 商工会が実施する創業に関する講演会について、令和元年度は３

回実施し、開催場所は三鷹市、福生市及び国分寺市であり、市民の参

加は１人であった。また、令和２年度及び令和３年度においても各３

回実施し、いずれも市民の参加は１人であったと聞いている。 

  このことから、本市で創業を志す方を募るには市内で実施するな

ど、参加しやすい環境とすることが重要であると認識している。 

○ 本市で創業することに魅力を感じるような支援ができるとよい。 

● 令和４年度から、１人当たり１０万円を限度として創業関連資金

の助成を行うこととしている。 

  今後は、創業塾等の創業前の支援制度と創業後の資金支援の両輪

で、創業者の支援を進めていきたいと考えている。 

○ コロナ禍の影響もあり、創業を考えていても意欲が湧いてこない

状況もあると想定される。この社会情勢でなければ、本事業を前向き

に捉えて、参加意欲をもつ創業希望者は多いと思われるため、現状に
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おいては、本事業を維持していくことが市民のために重要だと思料す

る。 

○ これまでの話をまとめると、本事業は、創業希望者に対して支援を

行うことにより、市内での創業につなげる効果を得ていることから継

続することが適当である。 

  他方、産業政策としての観点からは、本事業の目的である地域経済

の活性化に対してどの程度寄与しているのかという評価が困難であ

ることや、創業希望者の発掘などの課題がある。 

  本事業の取組に当たって、市民ニーズの把握に努めるほか、地域政

策の観点から空き店舗を活用した創業支援を実施するなど、本市での

創業に対する付加価値を検討するなどして、事業を展開していくこと

が望ましい。 

  なお、新型コロナウイルス感染症の影響により創業希望者が集ま

らないなどの可能性も考慮すると、現状では事業の効果検証が困難で

あることから、長期的に事業の実績を見ていくことが必要である。 

 

議題２ その他 

次回以降の会議のスケジュールについて、事務局から報告した。 

 

【質疑・意見等】 

○ 特になし。 
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□一部公開 
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